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第１章 人口と財政 

 

人口の見通し 

 

◆総人口と年齢３区分別人口 

  

 本市の総人口は、平成２０年１２月の１８３，２５９人をピークに減少傾向に

あり、本計画の最終年度である令和７年度には、１７９，９２３人まで減少する

と予測されています。 

 年齢３区分別の人口は、平成１７年の国勢調査で、６５歳以上の老年人口が、

１４歳以下の年少人口を上回りました。今後も、年少人口と１５歳から６４歳ま

での生産年齢人口がともに減少し、老年人口は増加することが予測されていま

す。 

●実績値は、国勢調査の数値です。総人口には年齢不詳も含むため、生産年齢人口、老年人口、年少人口の合計と総

人口は一致しません。（合併以前の数値は、豊川市、一宮町、音羽町、御津町、小坂井町の人口を含みます。） 

●推計値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成 30 年３月推計）によるものです。 
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◆総人口の目標 

 

豊川市人口ビジョン（令和元年度改訂版）では、令和４２年の総人口について、

合計特殊出生率を２．０７まで上昇させるとともに、人口の流入促進と流出抑制

により社会動態を安定化させることで、人口１７万人程度の維持をめざしてい

ます。 

●実績値は、国勢調査の数値です。（合併以前の数値は、豊川市、一宮町、音羽町、御津町、小坂井町の人口を含みま

す。） 

●推計値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成３０年３月推計）から公表された基

礎データに基づき再計算しており、端数処理などの関係で基礎データとは若干数値が異なっています。 

●目標値は、豊川市人口ビジョンで目標とする人口です。 
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◆年齢階層別人口 

 

【令和２年の年齢階層別人口】 

 

 令和２年の年齢階層別人口では、「団塊世代（＊１）」が７０歳から７４歳の年齢

層を構成し、人口ピラミッドにおけるふくらみを見せています。その子どもの世

代である「団塊ジュニア世代（＊１）」が４５歳から４９歳の年齢層を構成し、同

様に人口のふくらみを見せています。 

一方で、「団塊ジュニア世代」の子どもの世代に当たる１０歳から１９歳の年

齢層は、人口ピラミッドにおけるふくらみを見せておらず、少子化が進行してい

ることが分かります。 

【用語解説】＊１ 「団塊世代」は、昭和２２年から２４年に生まれた世代で、「団塊ジュニア世代」は昭和４６

年から４９年に生まれた世代です。 
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85～89歳

90歳以上

単位：人

男性
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【令和７年の年齢階層別人口】 

 

 令和７年の年齢階層別人口では、「団塊世代」が７５歳から７９歳の年齢層を

構成し、「団塊ジュニア世代」が５０歳から５４歳の年齢層を構成します。 

年齢３区分別人口の構成比について、令和２年と比べると、老年人口は０．９％

増加する一方で、年少人口は０．７％減少し、いっそう少子高齢化が進行する予

測となっています。また、生産年齢人口についても０．２％減少すると推計され

ており、現役世代がより多くの高齢者を支える人口構成へと変化していくこと

が見込まれます。 
 

 

●令和２、７年の数値は、ともに国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成３０年３月推計）

によるものです。 
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◆就業人口 

 

 就業人口は、総人口の増加とともに増えてきましたが、近年では少子高齢化の

進行により減少に転じ、今後も同様の傾向が続くことが予測されます。 

産業別の就業者数と構成比については、農業を中心とする第１次産業（＊１）は、

後継者不足などから今後も減少し、製造業を中心とする第２次産業（＊２）も、合

理化の影響などから同様に減少していくことが予測されます。一方で、第３次産

業（＊３）は高齢化の進行に伴う福祉分野のニーズの高まりなどもあり、第１次、

第２次産業とは対照的に就業者数と構成比の増加傾向が続くと予測されます。 

【用語解説】 

＊1 第１次産業：農業、林業、漁業といった、人が自然に働きかけて営む産業です。 

＊2 第２次産業：鉱業、採石業、砂利採取業、建設業、製造業といった、加工業を中心とする産業です。 

      ＊３      第３次産業：電気・ガス・熱供給・水道業、運輸業、サービス業など、第１次、２次産業以外すべての産業です。 

●実績値は、国勢調査の数値です。（平成１７年の数値は、豊川市、一宮町、音羽町、御津町、小坂井町の国勢調査数

値の合算です。） 

●推計値は、昭和５５年から平成２７年の国勢調査の数値を捉え、生産年齢人口に対する就業人口の比率と、就業人

口に対する産業別人口の比率を基に推計しています。 
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(1.5%) (1.1%)
1,370 1,046



6 

◆世帯数 

  

 １世帯あたりの平均人員は、平成２２年は２．８０人でしたが、平成２７年に

は２．６８人となり、今後も減少傾向は続くことが見込まれます。 

この平均世帯人員と総人口の見通しから、世帯数は今後も増加し、令和７年の

世帯数はおよそ７４，０００世帯と予測されます。 

●実績値は、国勢調査の数値です。（平成１７年の数値は、豊川市、一宮町、音羽町、御津町、小坂井町の国勢調査数

値の合算です。） 

●平均世帯人員の推計値は、平成１２年から平成２７年の国勢調査の数値をもとに算出しています。 

●世帯数の推計値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成３０年３月推計）の総人口

の推計値を平均世帯人員の推計値で割って算出しています。 

61,777

64,904
67,976

71,308
74,002

2.94

2.80

2.68

2.55

2.43

1.50

1.70

1.90

2.10

2.30

2.50

2.70

2.90

3.10

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

世帯数 平均世帯人員

平成17年 22年 27年 令和2年 7年

平均世帯人員

世帯数

（世帯）
平均世帯人員

（人）
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財政の見通し 

 

 地方財政を取り巻く環境について、少子高齢化の進行や人口減少による社会

構造の変化とあわせ、新型コロナウイルス感染症の拡大が内外経済に与える影

響は、今後の財政運営に大きな影響を及ぼすものと予想されます。身の丈にあっ

た財政規模による安定した財政運営の確立に向け、自主財源の確保と歳出抑制

の徹底が強く求められています。 

 こうしたなかで、国の動向や経済予測などを参考に、本市における今後５年間

の財政状況を推計しました。 

 財政計画は、令和２年度当初予算をベースに推計しており、本計画の計画期間

における毎年度の財政規模は６４８億円から６６７億円程度で推移すると見込

んでいます。 

 

◆歳入  

  市税は新型コロナウイルス感染症や人口減少による影響を踏まえ、過去の

実績と今後の経済状況を見通すなかで推計し、地方交付税（＊１）は市税等収入

の増減を加味して推計しています。 

  市債（＊２）については、新型コロナウイルス感染症拡大による市税の減収に

伴う財源確保のため、減収分の一部については臨時財政対策債を大幅に増額

して補うこととしていますが、市税回復後は、建設地方債と臨時財政対策債を

合わせて、借入目安を４３億円として想定しています。 

 

◆歳出 

  人件費は退職手当の動向を考慮した見込みに、会計年度任用職員（＊３）の昇

 給等の影響や選挙などの臨時的な要素を一部加味して推計しています。 

  投資的経費（＊４）は、計画期間内に実施する事業やファシリティマネジメン

 ト推進分を加味して推計し、扶助費（＊５）については、毎年度の増加を見込み

 つつ、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による臨時的な要素を一部加味

 して推計しています。 

  公債費（＊６）については、既に発行した市債の元利償還金を基礎とし、歳入

で見込んだ市債から元利償還金を計算して推計しています。 

これら以外の経費については、過去の実績を基本とし、将来予測を加味して

 推計しています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

※この「財政の見通し」は、令和２年度中期財政計画をベースとする暫定計画です。最終
的には、令和３年度当初予算案の確定額を反映する予定です。 

【用語解説】 
＊１ 地方交付税：国が収納した地方税の一部を、地方団体間の財源の均衡化を図るため、一定の基準により国が

交付するものです。一定の算式により交付される「普通交付税」と災害など特別の財政事情に応じて交付され

る「特別交付税」があります。 

＊２ 市債：地方公共団体が資金調達のために借り入れた借金です。 

＊３ 会計年度任用職員：地方公務員法第２２条の２の規定に基づき任用される非常勤職員です。地方公務員法及

び地方自治法の改正により、令和２年４月からの統一的な取扱いが定められました。 

＊４ 投資的経費：支出の効果が施設等のストックとして将来に残る経費のことで、普通建設事業費(施設などの建

設に要する経費)と災害復旧事業費があります。 

＊５ 扶助費：生活保護法、児童福祉法、老人福祉法などに基づき、被扶助者に対して支給する費用や各種サービ

スの提供に必要な費用などです。 

＊６ 公債費：地方債の元金及び利子の支払いに要する経費です。 
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■財政計画（一般会計）

単位：百万円

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

64,834 65,545 65,935 66,418 66,765

市　　　税 25,769 27,473 28,259 28,584 28,746

そ　の　他 7,450 7,468 7,489 7,780 7,714

市　　　債 5,510 5,100 4,770 4,300 4,300

地方交付税 5,693 5,344 4,965 4,865 4,775

そ　の　他 20,412 20,160 20,452 20,889 21,230

64,834 65,545 65,935 66,418 66,765

33,718 34,202 34,541 34,593 34,847

20,093 20,319 20,380 20,418 20,616

8,092 8,093 8,083 8,476 8,371

2,931 2,931 2,931 2,931 2,931そ の 他 経 費

歳　入　総　額

自
主
財
源

※1

依
存
財
源

※2

年　度

歳　出　総　額

義 務 的 経 費　※3

消 費 的 経 費　※4

投 資 的 経 費　※5

【用語解説】 
＊１ 自主財源：市が自ら収入することができる財源で、その主なものとして市税（市民税、固定資産税な

ど）、分担金・負担金（地方公共団体が行う事業により利益を受ける者から徴収するお金）、使用料・手数

料（公共施設を利用したときに徴収される料金や、証明書等の交付を受けたときに利用者が負担するお

金）、諸収入（他の歳入科目に含まれない収入で、預金利子や雑入等）などがあります。  
＊２ 依存財源：国や県の意思決定により収入される財源で、その主なものとして市債、地方交付税、国県支出

金(国や県から交付される補助金)、地方譲与税などがあります。  
＊３ 義務的経費：支出が義務付けられており、任意では削減できない経費のことで、人件費、扶助費、公債費

があります。  
＊４ 消費的経費：支出効果が極めて短期間に終わり、後年度に形を残さない経費のことで、物件費(旅費、消耗

品費、光熱水費、委託料など)、維持補修費（施設の修繕に係る経費）、補助費等（民間団体などが行う事業

に対して支出する負担金や補助金など）があります。  
＊５ 投資的経費：支出の効果が施設等のストックとして将来に残る経費のことで、普通建設事業費（施設など

の建設に要する経費）と災害復旧事業費があります。  
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第２章 まちの構造 

  

私たちの土地は、貴重な資源として市民生活や産業活動の基盤となっており、

その利用のあり方と深いかかわりを持つまちの形成にあたっては、長期的な視

点に立つ取組みが重要です。 

そのため、基本構想で定める土地利用構想を踏まえ、本市におけるまちの構造

の構成要素と土地利用の方向性を明確にし、本計画の計画期間後の将来も見据

えたまちの構造を形成していきます。 
 

まちの構造の構成要素と土地利用 
 

◆主要な鉄道駅周辺の市街地 

主要な鉄道駅周辺の市街地を「拠点」として位置づけます。 
 

【拠点】 
 

〔中心拠点〕 
市内を貫く主要地方道国府馬場線、通称「姫街道」を軸として、東西の 

    拠点である豊川地区、諏訪地区と、それらを結ぶ中央通地区の３地区を 
一体的に捉えた中心市街地を「中心拠点」とします。行政機関や公共施 
設、商業などの都市機能が特に集積し、本市の中心に位置づける地域で 
す。 

〔地域拠点〕 
国府、八幡、一宮、音羽、御津、小坂井の各地区の主要な鉄道駅周辺の 
市街地を「地域拠点」とします。公共施設や商業などの地域の特性に応 
じた都市機能が集積し、各地区の暮らしの中心に位置づける地域です。 

 

◆地域特性を捉えた土地利用の方向性 

拠点以外の地域について、地域の特性を捉えた「ゾーン」と「エリア」を設 

定し、土地利用の方向性を明確にします。 
 

【ゾーン・エリア】 
 

〔くらしのゾーン〕 

中心拠点や地域拠点に近接し、生活の利便性や地域コミュニティが持

続できるよう良好な住環境の確保を図り、定住を促進するゾーンです。 

〔ものづくりゾーン〕 

積極的な企業誘致や工業施設の集積により、工業生産や物流拠点機能

の充実を図るゾーンです。 

〔田園ゾーン〕 

平野部に広がる豊かな田園地帯で、農地の保全を図るゾーンです。 

〔自然環境ゾーン〕 

豊かな緑に囲まれた丘陵地で、自然環境の保全を図るゾーンです。 

〔新たな産業拠点エリア〕 

交通ネットワークを生かした新たな産業拠点の形成を検討する地域で

す。 
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◆交通ネットワーク 

道路網と公共交通（鉄道、バス）を「軸」として位置づけます。 
 

【軸】 
 

〔広域交流軸〕 
本市と他都市とを結んで広域的ネットワークを形成する高速道路や国
道、鉄道を「広域交流軸」とします。 

〔地域連携軸〕 

拠点間や近隣の他都市を結んで地域間ネットワークを形成する幹線道

路やバス路線を「地域連携軸」とします。 

 

 

 

 

 

まちの構造図 
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めざすまちの構造 

 

◆集約と連携によるまちの形成 

  本市における土地利用にあたっては、拠点とする主要な鉄道駅周辺に行政

機関や公共施設などの都市機能をコンパクトに「集約」させるとともに、拠点

間と他都市とを道路や公共交通などの軸で結んで「連携」させることにより、

将来にわたって持続可能であり、かつ利便性の高いまちの構造をめざします。 

 

 

【集約により期待するもの】 

  中心拠点や地域拠点には、これまでに整備された公共施設などの行政機能

や、商業施設、医療・福祉施設などの生活機能などが集積しています。これら

を活用し、都市機能を集約させるとともに、多様な交流づくりを推進すること

で、まちの利便性を高め、にぎわいが持続的に確保され、暮らしやすいまちの

実現が可能となります。 

 

 

 

【連携により期待するもの】 

 広域交流軸として位置づける高速道路や国道、鉄道は、主に他都市との交流

を促進し、にぎわいのあるまちづくりに生かすことができます。 

 地域連携軸として位置づける幹線道路やバス路線は、拠点間や近隣の他都

市を結び、住みよく利便性の高いまちづくりに生かすことができます。 

 こうした機能を持つ軸を交通ネットワークとして活用し、拠点間と他都市

とを連携させることで、各拠点の利便性をさらに生かすことが可能となりま

す。 
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凡例 

※この図はイメージであり、実際の道路や公共交通路線の位置、線形とは異なります。 

～ 「拠点」と「軸」の連携イメージ ～ 

 

中心拠点 

地域拠点 

軸（道路網、公共交通（鉄道、バス）） 
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第３章 市民意識の状況 

 

総合計画の各施策を効果的に進めていくためには、市民の意識を捉えてい

くことが重要です。 

そこで、本市では、２年に１回実施する市民意識調査で、「住みよさ」に対

する市民の意識と、各行政分野に関する「満足度」と「重要度」を捉え、総合

計画の各施策を評価するとともに、取組みに生かしていきます。 
 

～ 計画期間前の市民意識の状況 ～ 
 
 

 

 

 

 

住みよさ 

 「住みよさ」については、回答者の８９．４％が「住みよい」または「どちら

かといえば住みよい」と答えています。 

 
 

行政分野ごとの満足度と重要度 
 
◆満足度と重要度の一覧 

各施策に関する行政分野の「満足度」と「重要度」については次のとおりで  

す。 
 

「満足度」＝「満足」または「まあ満足」と答えた回答者の割合 
「重要度」＝「非常に重要」または「やや重要」と答えた回答者の割合 

36.6% 52.8% 3.7% 1.8%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みよい どちらかといえば住みよい
どちらかといえば住みにくい 住みにくい
わからない ※無回答は除いています。

市民意識調査概要 
 ［調査方法］ 郵送により調査票を配布・回収 
 ［調査期間］ 令和元年５月１日～５月１５日 

［調査対象］ ５，０００人（市内在住の１８歳以上の市民） 
[有効配布数]   ４，９８５人 

 ［有効回答］ ２，６８４人（有効回収率 ５３．８％） 

 

政策 施策の名称 満足度 重要度

1. 交通安全対策 46.8% 92.9%

2. 歩行者にとっての道路の安全性 32.2% 94.5%

②　防犯対策の強化 3. 防犯対策 39.6% 90.0%

③　防災対策の推進 4. 地震などに対する防災対策 34.7% 92.1%

5. 消防体制 62.1% 88.6%

6. 救急体制 64.2% 90.8%

7. 地球環境の保全 39.8% 74.1%

8. 生活における衛生環境 71.7% 84.2%

⑥　ごみの適正処理の推進 9. ごみ処理対策 75.1% 87.8%

⑦　生活排水対策の推進 10. 生活排水対策 68.3% 84.6%

⑧　水道水の安定供給 11. 水道水の安全・安定供給 84.7% 90.2%

行政分野（質問項目）

安
全
・
安
心

①　交通安全対策の強化

④　消防・救急体制の充実

⑤　環境保全と生活衛生の向上
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 ※ 無回答は除いています。 

 

◆めざす方向性 

それぞれの行政分野において、市民が感じる「重要度」を捉えながら、各施

策の取組みにより、市民が感じる「満足度」を高めることをめざします。 

 

 

  

 

①　健康づくりの推進 12. 健康づくり 56.1% 72.8%

②　地域医療体制の充実 13. 医療環境 60.6% 92.7%

③　子育て支援の推進 14. 子どもを生み、育てる環境 48.4% 85.2%

④　高齢者福祉の推進 15. 高齢者福祉 37.5% 84.1%

⑤　障害者福祉の推進 16. 障害者福祉 30.0% 78.2%

⑥　生活自立支援の充実 17. 経済的な自立支援 22.1% 65.2%

①　住環境の整備 18. 住環境の整備（区画整理・住宅対策など） 49.0% 65.2%

②　コンパクトシティの推進 19. 公共交通機関の利便性 39.3% 81.9%

③　道路交通網の充実 20. 道路の整備状況 48.8% 83.8%

21. 緑・自然の豊かさ 79.9% 71.3%

22. 公園の状況 58.1% 67.3%

23. 河川の状況 50.4% 69.3%

①　学校教育の推進 24. 学校の指導や取り組み 39.5% 71.8%

②　青少年健全育成の推進 25. 青少年の育成・支援 31.9% 66.8%

③　生涯学習の推進 26. 生涯学習の取り組み 42.3% 54.2%

④　スポーツの振興 27. スポーツの振興 42.1% 52.3%

⑤　文化芸術の振興 28. 文化芸術の振興 39.7% 48.7%

①　農業の振興 29. 農業の振興 31.0% 64.5%

②　工業の振興 30. 工業の振興 34.1% 63.5%

31. 商業の振興 30.5% 67.3%

32. 日用品などの買い物の利便性 70.2% 83.5%

④　中心市街地の活性化 33. 中心市街地の活性化 34.2% 67.4%

⑤　観光の振興 34. 観光の振興 32.6% 59.6%

⑥　雇用の安定と勤労者支援の充実 35. 雇用の安定・勤労者支援 30.7% 77.2%

①　コミュニティ活動・市民活動の推進 36. 地域のつきあいや人間関係 56.5% 72.4%

②　男女共同参画の推進 37. 男女共同参画 31.2% 48.4%

③　人権啓発の推進 38. 人権の尊重 40.7% 66.8%

④　多文化共生の推進 39. 国際交流活動・多文化共生 27.6% 47.4%

40. 市からの情報提供・公表 51.7% 73.6%

41. 地域の情報化 42.8% 67.5%

42. 公共施設の適正配置 43.3% 70.5%

43. 道路、橋などの適正な維持管理 45.5% 80.6%

44. 行政サービス 43.8% 72.5%

45. 職員の資質向上 38.0% 71.0%

46. 職員の定員適正化 26.8% 62.3%

47. 健全な財政運営 27.6% 71.7%

48. 東三河広域連合の活用 23.6% 46.9%

地
域
・
行
政

⑤　開かれた市政の推進

⑥　公共施設の適正配置と長寿命化の推進

⑦　健全で持続可能な行財政運営と広域連携
　　の推進

健
康
・
福
祉

建
設
・
整
備 ④　緑や憩いの空間の充実

教
育
・
文
化

産
業
・
雇
用

③　商業の振興
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◆満足度と重要度の点数化と分析 

各施策に関する行政分野ごとの「満足度」と「重要度」について、回答を次

のとおり点数化し、合計点を回答者数で割った数を各項目の評点とします。 

 

 

 

 

 

 

 

「満足度」の平均点（０．２０）を縦軸とし、「重要度」の平均点（０．９１）

を横軸としてグラフ化し、次のとおり４つのゾーンに分けて分析することで、

各施策の相対的な状況を捉えます。 

 

 

 

 

満足度          重要度 

  満 足   ＋２点    非常に重要    ＋２点 

  まあ満足  ＋１点    やや重要     ＋１点 

  やや不満  －１点    さほど重要でない －１点 

  不 満   －２点    重要でない    －２点 

  わからない ±０点    わからない    ±０点 

 

 Ｃゾーン

【満足度】
　平均値より低い
【重要度】
　平均値より高い

グラフ左上のゾーンにあ
る項目は、その重要性が
十分認識されているもの
の、取組みに対する満足
度は低い施策と考えられ
ます。従来の施策を改善
することや新たな施策を
検討するなど、他のゾー
ンの項目に優先した取組
みが必要です。

 Ａゾーン

【満足度】
　平均値より高い
【重要度】
　平均値より高い

グラフ右上のゾーンにあ
る項目は、その重要性が
十分認識され、取組みも
満足されている施策と考
えられます。今後も現在
の水準を下げることな
く、着実な取組みが求め
られます。

 Ｄゾーン

【満足度】
　平均値より低い
【重要度】
　平均値より低い

グラフ左下のゾーンにあ
る項目は、その重要性の
認識が低く、取組みに対
する満足度も低いと考え
られ、施策の見直しや施
策の取組みの方向性など
を十分検討する必要があ
ります。

 Ｂゾーン

【満足度】
　平均値より高い
【重要度】
　平均値より低い

グラフ右下のゾーンにあ
る項目は、その重要性の
認識が低いものの、取組
みは満足されていると考
えられ、今後も満足度の
水準を下げることなく着
実な取組みが求められま
す。

重
要
度

満足度

平均値

平
均
値
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すべての項目の「満足度」と「重要度」の評点についてグラフ化すると次の

ようになります。 

 

 

低い 高い

高

い

低

い
0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

-0.8 -0.6 -0.4 -0.2 0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2

満足度平均 ０．20

重要度平均 ０．91

交通安全対策

歩行者にとっての道路の安全性

防犯対策

救急体制

生活における衛生環境

地震などに対する防災対策

消防体制

地球環境の
保全

ごみ処理対策

水道水の安全・安定供給

生活排水対策

健康づくり

医療環境

子どもを生み、
育てる環境

高齢者福祉

経済的な
自立支援

住環境の整備

公共交通機関の利便性
道路の整備状況

緑・自然の豊かさ

公園の状況

河川の状況

学校の指導
や取り組み

青少年の育成・支援

雇用の安定・勤労者支援

観光の振興

中心市街地の活性化

日用品などの買い物の利便性

商業の振興

文化芸術の振興

スポーツの振興

生涯学習の取り組み

地域のつきあいや人間関係

男女共同参画
東三河広域連合の活用

障害者福祉

道路、橋などの
適正な維持管理

公共施設の
適正配置

地域の
情報化

市からの情報提供・公表

国際交流活動・
多文化共生

人権の
尊重

健全な財政運営

職員の定員適正化

職員の資質向上

行政サービス

ＡゾーンＣゾーン

ＢゾーンＤゾーン

満 足 度

重

要

度

工業の振興

農業の振興

平均値

平
均
値

 

　　　　　政策１【安全・安心】　　　　　　政策２【健康・福祉】
　
　　　　　政策３【建設・整備】　　　　　　政策４【教育・文化】

　　　　　政策５【産業・雇用】　　　　　　政策６【地域・行政】

＜凡例＞ 
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第４章 基本計画の推進のために 

              

４つの基本方針と政策分野の関連性と重点的な取組 

 

人口の見通しのなかで捉える少子高齢化の進行や人口減少に的確に対応して

いくため、基本構想で定める「まちづくりの基本方針」と各政策分野の関連性を

明確にしながら、「施策の骨組み」で定める各施策を展開していきます。 

 

◆基本方針１の「定住・交流施策」 
  

定住・交流施策は、まちの住みやすさや訪れやすさを高め、内外の人々の行き

来を促すような取組みであり、定住・交流促進に寄与する各施策を、豊川市まち・

ひと・しごと創生総合戦略などの計画に基づき、きめ細かに展開していきます。 
 

＜推進する計画＞豊川市人口ビジョン 

豊川市まち・ひと・しごと創生総合戦略 
 
 

◆基本方針２の「シティセールス」 
 

シティセールスは、多くの人に本市のことを知ってもらうため、まちの様々な

魅力や施策をしっかりと伝える取組みであり、豊川市シティセールス戦略プラ

ンに基づき、情報発信力を高めながら各施策を展開していきます。 
 

＜推進する計画＞豊川市シティセールス戦略プラン 
 
 

◆基本方針３の「市民協働」 
 

市民協働は、多様化する市民ニーズに的確に対応するため、市民や事業者など

と行政が一緒にまちづくりを進める取組みであり、とよかわ市民協働基本方針

に基づき、市民協働の可能性を捉えながら各施策を展開していきます。 
 

＜推進する計画＞とよかわ市民協働基本方針 
 
 

◆基本方針４「行政経営改革」 
 

行政経営改革は、行政資源を最大限に活用し、質の高い行政サービスを提供す

るため、効率的で効果的な行政運営を進める取組みであり、豊川市行政経営改革

プランに基づき、経営的な視点に立って各施策を展開していきます。 
 

＜推進する計画＞豊川市行政経営改革プラン 

 

 

第４章は初案から構成を変更しました。ＳＤ

Ｇｓと新たな日常を「新たな課題への対応」

としてまとめ、ＤＸについて追記しました。 
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４つの「まちづくりの基本方針」については、すべての政策分野と関連性を有

するものであり、特に基本方針１で捉える「定住・交流施策」は、少子高齢化の

進行や人口減少への対応を図るための直接的な取組みであり、重点的に進めて

いく必要があります。 

また、豊川市まち・ひと・しごと創生総合戦略では、定住促進や交流促進に寄

与する施策を中心に、地方創生に資する施策を掲げています。総合計画の各政策

分野の施策との関連性を整理のうえ、様々な取組みを展開することで施策の相

乗効果を高めるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定住促進や交流促進（まち・ひと・しごと創生総合戦略）に寄与する施策の整理表 

政策分野 定住促進に寄与する施策 交流促進に寄与する施策 まち・ひと・しごと創生総合戦略

②　防犯対策の強化 ②　防犯対策の強化

③　防災対策の推進 ③　防災対策の推進

④　消防・救急体制の充実 ④　消防・救急体制の充実

⑤　環境保全と生活衛生の向上 ⑤　環境保全と生活衛生の向上

⑥　ごみの適正処理の推進

⑦　生活排水対策の推進

⑧　水道水の安定供給

①　健康づくりの推進 ①　健康づくりの推進

②　地域医療体制の充実 ②　地域医療体制の充実

③　子育て支援の推進 ③　子育て支援の推進

④　高齢者福祉の推進 ④　高齢者福祉の推進

⑤　障害者福祉の推進 ⑤　障害者福祉の推進

⑥　生活自立支援の充実

①　住環境の整備 ①　住環境の整備

①　学校教育の推進 ①　学校教育の推進

②　青少年健全育成の推進

⑥　雇用の安定と勤労者支援の充実 ⑥　雇用の安定と勤労者支援の充実

②　男女共同参画の推進 ②　男女共同参画の推進

③　人権啓発の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④　中心市街地の活性化

政策６
【地域・行政】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　交通安全対策の強化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　コンパクトシティの推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④　緑や憩いの空間の充実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　農業の振興

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　工業の振興

政策１
【安全・安心】

政策２
【健康・福祉】

政策３
【建設・整備】 　　　　　　　　　　　　③　道路交通網の充実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥　公共施設の適正配置と長寿命化の推進

政策４
【教育・文化】

政策５
【産業・雇用】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④  スポーツの振興

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤　文化芸術の振興

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦　健全で持続可能な行財政運営と広域連携の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③　商業の振興

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③　生涯学習の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤　観光の振興

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　コミュニティ活動・市民活動の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④　多文化共生の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤　開かれた市政の推進
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新たな課題への対応 

 

近年における世界の潮流や社会情勢の変化で新たな対応が必要となる重要な

課題として、「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」と「新たな日常に向けた強靭な

地域の構築」が挙げられます。このため、総合計画における各政策分野との関連

性を明確にしながら、今後の計画期間における取組みを推進していきます。 

 

◆ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） 
  

SDGｓとは、「Sustainable Development Goals」

の略であり、平成 27 年 9 月の国連サミットにおいて

採択された国際社会の共通目標です。「誰一人取り残さ

ない」持続可能で多様性と包括性のある社会の実現に

向けて、2030 年（令和 12 年）を年限とする 17 の

ゴールと 169 のターゲットから構成されています。 

国は、平成 28 年 12 月に策定した「持続可能な開発目標（SDGｓ）実施指

針」の中で、各自治体に対し、各種計画や戦略、方針の策定等に SDGｓの要素

を最大限反映することを奨励しています。 

本市では、各政策分野に SDGｓの 17 のゴールを関連付けることで、総合計

画と SDGｓを一体的に推進します。 

 

＜関連する国の指針＞持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針 
 
 
 

◆新たな日常に向けた強靭な地域の構築 
 

新型コロナウイルス感染症の拡大は生命の危機のみならず、従来の生活様式

にも大きな影響を及ぼし、市民生活は大きな変革を迫られています。地域社会、

地域経済を存続するためには、物理的な距離を保ちながらも、人々がつながるこ

とで活発なコミュニティ活動や経済活動を維持する必要があります。 

国は、地域未来構想２０において、強靭かつ自律的な地域の構築に向けて、「デ

ジタル技術への積極的な投資」をはじめとした３つの原則を基盤とし、「社会的

な環境整備」などの３つの視点に基づく様々な取組みを重点的かつ複合的に展

開することが重要としています。 

本市では、基本計画の各政策分野に新たな日常に向けた強靭な地域の構築に

寄与する施策を位置づけることで、今後の計画期間における取組みを推進して

いきます。 

 

＜関連する国の指針＞地域未来構想２０ 
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総合計画とＳＤＧｓの一体的な推進にあたっては、市民をはじめとした多く

の関係者に対してＳＤＧｓに関する普及啓発を図るとともに、ＳＤＧｓの１７

のゴールに向けて具体的かつ効果的な推進施策について検討を進め、実施しま

す。 

 

 

 

 

 

  

●自治体行政の果たし得る役割は、ＵＣＬＧ（United Cities and Local Goverments）世界都市自治体連合により 

 示されたものです。 

総合計画とＳＤＧｓの一体的な推進 
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ＳＤＧｓの１７のゴールと基本計画における各施策の関係 
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ＳＤＧｓの１７のゴールと基本計画における各施策の関係 
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国は、地域未来構想２０において、新たな感染症や自然災害などを見据え、強

靭かつ自律的な地域の構築に向けて、「デジタル技術への積極的な投資」、「新た

な社会的事業主体の育成」、「プロ人材を含む人材への積極的な投資」の３つの原

則を基盤とし、「社会的な環境整備」、「新たな暮らしのスタイルの確立」、「新た

な付加価値を生み出す消費・投資の促進」の３つの視点から、新たな日常の実現

のための取組みを重点的かつ複合的に展開することが重要としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に３つの原則のうち、「デジタル技術への積極的な投資」において、新たな

日常の構築への原動力となるＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の視点

を強く意識するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成 30 年版総務省情報通信白書より抜粋 

 

DX とは、ICT の浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させることであり、DX の進展

により特定の分野、組織内に閉じて部分的に最適化されていたシステムや制度などが社会全体にとって最

適なものへ変化することが予想され、その対応は民間企業だけでなく自治体にも求められる。 

新たな日常に向けた強靭な地域の構築 

強靭かつ自律的な地域の構築に向けた３つの原則 

新たな日常の実現のための３つの視点 

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション） 
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「新たな日常に向けた強靭な地域の構築」は、新たな感染症や自然災害などを

見据え、重点的かつ複合的に展開する必要があります。 

新たな日常に向けた強靭な地域の構築に寄与する施策を明確にし、基本計画

に位置づけることで、今後の計画期間における取組みを推進していきます。なお、

取組みにあたっては、新たな日常に向けた国や県の動向に留意して推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

新たな日常に向けた強靭な地域の構築に寄与する施策の整理表 

①　交通安全対策の強化

②　防犯対策の強化

③　防災対策の推進

④　消防・救急体制の充実

⑥　ごみの適正処理の推進

⑦　生活排水対策の推進

⑧　水道水の安定供給

③　人権啓発の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤　環境保全と生活衛生の向上

　　　　　　　　　　　　　　④　高齢者福祉の推進

　　　　　　　　　　　　　　⑤　障害者福祉の推進

　　　　　　　　　　　　　　③　道路交通網の充実

　　　　　　　　　　　　　　①　学校教育の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④　中心市街地の活性化

　　　　　　　　　　　　　　②　地域医療体制の充実

政策分野 社会的な環境整備 新たな暮らしのスタイルの確立
新たな付加価値を生み
出す消費・投資の促進

政策１
【安全・安心】

　　　　　　　　　　　　　　③　子育て支援の推進

政策５
【産業・雇用】

政策３
【建設・整備】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④　緑や憩いの空間の充実

政策２
【健康・福祉】

　　　　　　　　　　　　　　①　健康づくりの推進

政策４
【教育・文化】

　　　　　　　　　　　　　　②　青少年健全育成の推進

　　　　　　　　　　　　　　③　生涯学習の推進

　　　　　　　　　　　　　　④　スポーツの振興

　　　　　　　　　　　　　　⑤　文化芸術の振興

　　　　　　　　　　　　　　⑥　生活自立支援の充実

　　　　　　　　　　　　　　②　コンパクトシティの推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　住環境の整備

　　　　　　　　　　　　　　⑥　公共施設の適正配置と長寿命化の推進

　　　　　　　　　　　　　　⑦　健全で持続可能な行財政運営と広域連携の推進

　　　　　　　　　　　　　　②　男女共同参画の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　コミュニティ活動・市民活動の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　農業の振興

政策６
【地域・行政】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④　多文化共生の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤　開かれた市政の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥　雇用の安定と勤労者支援の充実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　工業の振興

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③　商業の振興

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤　観光の振興
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第５章 行政分野別計画 

 

 基本構想で定める「施策の骨組み」に基づき、施策ごとの取組みなどを行政分

野別計画として整理し、総合的に進めていきます。 

 

行政分野別計画で記載するもの 

 

◆現況 

施策に関連する主な数値データについて整理し、「現況」を捉えます。 

 

◆ＳＤＧｓアイコン 

施策に該当するＳＤＧｓのゴールを設定します。 

 

◆将来目標 

施策がめざす豊川市の将来の姿を「将来目標」として設定します。 

 

◆将来目標を実現する主な手段 

将来目標を実現するための「主な手段」を定め、その具体的な取組みとなる

 「事業例」を明確にします。 

 

◆目標指標 

  将来目標を実現するための主な手段や事業の進捗管理を行うため、その成

果を測るモノサシとして「目標指標」を設定し、今後の計画期間前の実績値を

基準としながら計画期間中の「目標値」を定めます。 

 

◆関係する計画等 

  施策に関係する計画や方針などを、参考情報として記載します。 
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行政分野別計画の進捗において留意すること 

 

◆まちづくりの基本方針 

基本構想で定める「まちづくりの基本方針」は、各施策で定める様々な取組

みに横ぐしを通して、少子高齢化の進行や人口減少への的確な対応を意識し

たまちづくりの一貫性を持たせる役割を担っています。 

具体的な取組みについては、「まちづくりの基本方針」との関連性を踏まえ、

工夫を施しながら進めていくことで、それぞれの施策の効果を高めていきま

す。 

 

◆政策、施策間の連携 

  基本構想で定める６つの政策、３６の施策は、目的や対象者が似ており、互

いに関連するものが多くあります。 

具体的な取組みについては、担当課を明確にし、主となる施策に位置づけま

すが、関連する他の施策の方向性も捉えながら、組織間で連携して実施するこ

とで、それぞれの取組みの効果を多面的に高めていきます。 

 

◆国、県、東三河広域連合との連携 

  市民の暮らしにおいては、国、県、東三河広域連合、市による様々な取組み

が互いに連動することで、まちづくりの効果が高まっていくことが期待され

ています。 

行政分野別計画には、市が直接行う取組みを位置づけますが、国、県、東三

河広域連合が担う取組みとも積極的に連携させることで、それぞれの施策の

効果を高めていきます。 

 

◆総合計画とＳＤＧｓの一体的な推進 

ＳＤＧｓの目指す１７のゴールとの関連を意識しながら、各施策を実施す

ることで、総合計画とＳＤＧｓの一体的な推進を図ります。 

 

◆新たな日常に向けた強靭な地域の構築 

地域未来構想２０に位置づけられた３つの視点を意識しながら、新たな日

常の実現のための取組みについて、重点的かつ複合的に展開を図ります。 
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行政分野別計画の見方  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①

◆現況

交通事故年間発生件数及び死傷者数

うち子ども

（１５歳以下）

うち高齢者

（６５歳以上）
(14.4%) (14.7%) (13.4%)

担当部課

令和元年平成28年 平成29年平成27年

1月から12月までに市内で発生した交通事故（人身事故）件数と死傷者数です。

（出典：豊川市の交通事故発生状況）

平成30年平成26年

(14.5%) (16.5%)

1,711人死傷者数 1,793人 1,584人 1,640人 1,605人 1,406人

・「交通事故年間発生件数及び死傷者数」は、平成１７年から減少していましたが、平成２３年から平成２６年
までは増加傾向にありました。平成２７年からは減少し続け、令和元年には交通事故件数及び死傷者数ともに最
も少ない数値となりました。死傷者数の割合として、子どもは変わらないものの、高齢者の割合が高くなってい
ます。

平成22年 平成23年 平成24年

1,231人

188人

(4.8%)(5.7%)

178人246人

(16.0%)(15.0%) (14.2%)

1,284件 1,164件 1,035件

160人

(4.9%)

まちづくりの目標

交通事故件数 1,408件 1,298件 1,345件

政策１

施策

安全・安心

交通安全対策の強化

市民部　人権交通防犯課

建設部　道路河川管理課、道路建設課
安全で快適な生活環境が整っているまち

(15.7%)(13.3%)

平成25年

57人

790件1,384件 1,449件 1,363件

1,678人 1,777人

134人 102人

(5.7%) (6.6%) (5.8%)(6.4%)(7.5%)

236人

97人 79人 67人 72人

(5.8%) (5.9%)

968人

94人 111人 103人

269人 210人 258人 239人 284人

基本構想で定める「政策」の名称と、その政
策分野がめざす「まちづくりの目標」です。 

各政策分野の取組みである「施策」の名称
で、この見開き２ページのタイトルです。 

この施策を主に担
当する部課です。 

この施策に関連する数値データについて整理し、現況を捉える部分です。 
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・・・ ①

◆将来目標

◆将来目標を実現する主な手段と目標指標

評価

時期

◆関係する計画等

令和4

年値

令和6

年値

780件 740件

交通事故年間発生件数

（１月から１２月までに

市内で発生した交通事故

（人身事故）件数で

す。）

交通安全対策の強化

行政分野別計画

令和５年 令和７年

交通事故が減少し、交通事故による死傷者数が少ない安全なまち

　　主な手段と事業例 目標指標の内容
令和３年

目標値

・豊川市交通安全計画、豊川市交通安全計画実施計画
・豊川市バリアフリー基本構想
・豊川市通学路交通安全プログラム
・豊川市自転車の安全な利用の促進に関する条例、豊川市自転車の安全な利用の促進に関する条例アクションプラン

令和2

年値

平成26

年値

政策１

令和元年

平成28

年値

平成30

年値

平成29年

①交通安全指導の強化
＜人権交通防犯課＞

・交通安全教室の開催

・交通指導員の充実

②交通安全ボランティアの育成・強

化

＜人権交通防犯課＞

・交通安全指導隊への支援

・幼児交通安全クラブの活動への支援

・校区安全なまちづくり推進連絡協議

会への支援

③警察とのネットワークの強化

＜人権交通防犯課＞

④交通事故統計の分析と分析結果の

活用

＜人権交通防犯課＞

⑤交通安全意識の啓発

＜人権交通防犯課＞

⑥交通安全施設の整備

＜道路河川管理課＞

・区画線、カラー舗装、防護柵、道路

反射鏡等の交通安全施設の整備

⑦歩道の整備

＜道路建設課＞

・歩道の設置

⑧交通安全施設の適正な維持管理

＜道路河川管理課＞

・交通安全施設の更新

・道路照明灯のＬＥＤ化の推進

数値

平成27年

1,449件

計画期間前

実績値

1,284件 1,035件

実績値

760件

この施策がめざす、豊川市の将来の姿を
設定し、「将来目標」としています。 

将来目標を実現するための「主な手
段」を「番号」で整理し、その具体的な
「事業例」を「・」で箇条書きしています。 
＜＞書きはその担当課です。 

この「施策」に関係する市の計画や
方針などです。 

主な手段や事業の成果を測るモノサシとなる「目標指標」
をそれぞれに設定しています。 
今後の進捗管理を行うため、実績値を基準としながら、計
画期間中の「目標値」を定めています。 

「評価時期」は、
目標指標の数
値を把握する時
期のことです。 
「数値」は、評価
時期に把握する
目標指標の年
次などの時期を
記載していま
す。 

目標指標の年次は、捉える数値の種類に
よって記載方法が異なります。 

例①「平成●年値」 
  ・１月から１２月までの数値を合計する 

場合 
  ・市や国等が行う調査の数値を捉える 

場合（市民意識調査、統計調査など） 
例②「平成●年度値」 

  ・４月から翌年３月までの数値を合計 
する場合 

例③「Ｈ●.●.●値」 
  ・ある時点における数値を捉える場合 
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